
資料１ 

 

 

自然公園制度の概要 

及び 

中央環境審議会自然環境部会の審議案件について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



国立・国定公園について 
１ 指 定 
○国立公園（自然公園法第５条第１項） 
  我が国の風景を代表するに足りる傑出した自然の風景地を、環境大臣が関係都

道府県及び審議会の意見を聴き区域を定めて指定。 
  ２８公園 総面積２０６万 ha 国土面積の５．５％ 

○国定公園（自然公園法第５条第２項） 

  国立公園に準ずる優れた自然の風景地を、環境大臣が都道府県の申出により、

審議会の意見を聴き区域を定め指定。 

  ５５公園 総面積１３４万 ha 国土面積の３．６％ 

 

２ 管 理 
 ○公園計画 
   公園計画とは、公園の保護・利用のための規制・施設に関する計画。国立公園

は環境大臣が審議会の意見を聴いて、国定公園は環境大臣が都道府県の申出によ

り審議会の意見を聴いて決定。 
 
 ○行為規制 
   公園計画に基づき「特別保護地区」「第１種、第２種、第３種特別地域」「海中

公園地区」を環境大臣が指定。これらの地域では、工作物の新改増築、土石の採

取、木竹の伐採等の行為は、国立公園は環境大臣の、国定公園は都道府県知事の

許可がそれぞれ必要。 
 
 ○公園事業 
   公園事業とは、公園計画に基づいて実施する保護、利用のための施設に関する

事業道路、園地、宿舎、野営場等の１２項目３８種を政令で規定 
   事業の執行に先立って、事業の位置、規模等の事業概要を決定（事業決定） 
   国立公園の公園事業は、環境大臣が審議会の意見を聴いて決定。国定公園の公

園事業は、都道府県知事が決定する。 
   国立公園の公園事業は国が執行する。ただし、地方公共団体は環境大臣の同意

を得て、民間はその認可を受けて執行することができる。 
国定公園の公園事業は都道府県が執行する。ただし、国及び市町村等は都道府

県知事の同意を得て、民間はその認可を受けて執行することができる。 
 
 ○国定公園の管理体制 
   都道府県が自治事務として管理 

 



自然公園法の仕組み

目的 すぐれた自然の風景地を保護するとともに、その利用の増進を図り、もって国民
の保健、休養及び教化に資すること（§１）

国立・国定公園区域指定（§５，６）

公園計画（§７，８）

規制計画 施設計画

保護規制 利用規制 保護施設 利用施設

特別地域の指定 事業決定 （区域・規模等）

地域指定と保護（§ 13、14） 公園事業（§９，10）

特別 原生状態を保持 （利用のための施設）
保護地区 ①道路・橋

特 行 ②広場・園地
第１種 現在の景観を極 為 ③宿舎・避難小屋

別 特別地域 力維持 の ④休憩施設・展望施設・案内所
実 ⑤野営場・運動場・水泳場・スキー場

地 第２種 農林漁業活動に 施 ・ スケート場・乗馬施設
特別地域 ついて努めて調 は ⑥車庫・駐車場・給油施設等

域 整 許 ⑦運輸施設
可 ⑧給水施設・排水施設・医療救急施設

第３種 通常の農林漁業 制 ・ 公衆浴場・公衆便所等
特別地域 活動は容認 ⑨博物館・植物園・動物園・水族館・

博 物展示施設
海中公園地区 海中の景観を維
（§ 24） 持 （保護のための施設）

⑩植生復元施設・動物繁殖施設
普通地域 風景の維持を図 届 ⑪砂防施設・防火施設
（§ 26） る 出 ⑫自然再生施設

制

行為規制 利用調整地区 公園事業執行
（§ 15 ～ 23）

管理計画

＊ 都道府県立公園については、都道府県条例にて定めることとしている。（§ 59 ～ 68）



国立・国定公園の区域指定、計画決定までの流れ 

 

＜国立公園＞        ＜国定公園＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

素案作成 

国の出先機関、市町村と

の事前調整 

都道府県案 

必要に応じて地方審議

会に説明 

環境省に申出 

環境省 

素案作成 

国の出先機関、都道府県、

市町村との事前調整 

地方環境事務所案 

関係機関と協議 

パブリックコメント 
国の出先機関、都道府県に協議（公文協議） 

環境省原案

環境省案 

告示

大臣協議（公文協議） 
審議会 

公園区域の指定と計画決定 



 

自
然
公
園
法 

第
二
章 

国
立
公
園
及
び
国
定
公
園 

  
 

 
 

第
一
節 

指
定 

 

（
指
定
） 

第
五
条 

国
立
公
園
は
、
環
境
大
臣
が
、
関
係
都
道
府
県
及
び
中
央
環
境
審
議
会
（
以
下

「
審
議
会
」
と
い
う
。
）
の
意
見
を
第
五
条 

国
立
公
園
は
、
環
境
大
臣
が
、
関
係

都
道
府
県
及
び
中
央
環
境
審
議
会
（
以
下
「
審
議
会
」
と
い
う
。
）
の
意
見
を
聴
き
、

区
域
を
定
め
て
指
定
す
る
。 

２ 

国
定
公
園
は
、
環
境
大
臣
が
、
関
係
都
道
府
県
の
申
出
に
よ
り
、
審
議
会
の
意
見
を

聴
き
、
区
域
を
定
め
て
指
定
す
る
。 

３ 

環
境
大
臣
は
、
国
立
公
園
又
は
国
定
公
園
を
指
定
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨
及
び
そ

の
区
域
を
官
報
で
公
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

国
立
公
園
又
は
国
定
公
園
の
指
定
は
、
前
項
の
公
示
に
よ
つ
て
そ
の
効
力
を
生
ず
る
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（
指
定
の
解
除
及
び
区
域
の
変
更
） 

第
六
条 

環
境
大
臣
は
、
国
立
公
園
の
指
定
を
解
除
し
、
又
は
そ
の
区
域
を
変
更
し
よ
う

と
す
る
と
き
は
、
関
係
都
道
府
県
及
び
審
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

環
境
大
臣
は
、
国
定
公
園
の
指
定
を
解
除
し
、
又
は
そ
の
区
域
を
変
更
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
関
係
都
道
府
県
及
び
審
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た

だ
し
、
そ
の
区
域
を
拡
張
す
る
に
は
、
関
係
都
道
府
県
の
申
出
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

３ 

前
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
は
、
国
立
公
園
又
は
国
定
公
園
の
指
定
の
解
除
及

び
そ
の
区
域
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
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第
二
節 

公
園
計
画
及
び
公
園
事
業  

 

（
公
園
計
画
及
び
公
園
事
業
の
決
定
） 

第
七
条 

国
立
公
園
に
関
す
る
公
園
計
画
は
、
環
境
大
臣
が
、
関
係
都
道
府
県
及
び
審
議

会
の
意
見
を
聴
い
て
決
定
す
る
。 

２ 

国
立
公
園
に
関
す
る
公
園
事
業
は
、
環
境
大
臣
が
、
審
議
会
の
意
見
を
聴
い
て
決
定

す
る
。 

３ 

国
定
公
園
に
関
す
る
公
園
計
画
は
、
環
境
大
臣
が
、
関
係
都
道
府
県
の
申
出
に
よ
り
、

審
議
会
の
意
見
を
聴
い
て
決
定
す
る
。 

４ 

国
定
公
園
に
関
す
る
公
園
事
業
は
、
都
道
府
県
知
事
が
決
定
す
る
。 

５ 

環
境
大
臣
は
、
公
園
計
画
又
は
公
園
事
業
を
決
定
し
た
と
き
は
、
そ
の
概
要
を
公
示

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

６ 

都
道
府
県
知
事
は
、
公
園
事
業
を
決
定
し
た
と
き
は
、
そ
の
概
要
を
公
示
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

  

（
公
園
計
画
及
び
公
園
事
業
の
廃
止
及
び
変
更
） 

第
八
条 

環
境
大
臣
は
、
国
立
公
園
に
関
す
る
公
園
計
画
を
廃
止
し
、
又
は
変
更
し
よ
う

と
す
る
と
き
は
、
関
係
都
道
府
県
及
び
審
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

環
境
大
臣
は
、
国
立
公
園
に
関
す
る
公
園
事
業
を
廃
止
し
、
又
は
変
更
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
審
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

環
境
大
臣
は
、
国
定
公
園
に
関
す
る
公
園
計
画
を
廃
止
し
、
又
は
変
更
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
関
係
都
道
府
県
及
び
審
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た

だ
し
、
そ
の
公
園
計
画
を
追
加
す
る
に
は
、
関
係
都
道
府
県
の
申
出
に
よ
ら
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

４ 

前
条
第
五
項
の
規
定
は
環
境
大
臣
が
公
園
計
画
又
は
公
園
事
業
を
廃
止
し
、
又
は
変

更
し
た
と
き
に
つ
い
て
、
同
条
第
六
項
の
規
定
は
都
道
府
県
知
事
が
公
園
事
業
を
廃

止
し
、
又
は
変
更
し
た
と
き
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 



審議会案件（自然公園法に基づく「意見を聴く案件」） 

 部会案件、小委員会案件区分 

 

 国立公園 国定公園 

 部会 小  部会 小 

公

園

の

指

定

等 

指定 

（新たな公園指定） 

法第５条第１項 ◎  法第５条第２項 ◎  

解除 

（全区域の解除） 

法第６条第１項 ◎  法第６条第２項 ◎  

区域の変更 

（指定区域の追加、 

一部削除に伴う変

更） 

法第６条第１項 ◎ ◎

(1)

法第６条第２項 ◎ ◎

(1)

公

園

計

画

の

決

定

等 

公園計画の決定 

（新たな公園指定 

に伴う計画の決定） 

法第７条第１項 ◎  法第７条第３項 ◎  

公園計画の廃止 

（公園解除に伴う 

計画の廃止） 

法第８条第１項 ◎  法第８条第３項 ◎  

公園計画の変更 

（保護規制計画の 

地種区分の変更等、 

利用計画の追加、 

削除変更） 

法第８条第１項 ◎ ◎

(2)

法第８条第３項 ◎ ◎

(2)

公

園

事

業

の

決

定

等 
公園事業の決定 

（公園計画に基づく

事業の実施内容の 

概要決定） 

法第７条第２項 － ◎ 知事が決定（審議会は関わりな

し） 

公園事業の廃止・ 

変更 

（上記決定事項の 

廃止、内容変更） 

法第７条第２項 － ◎ 知事が決定（審議会は関わりな

し） 

注 (1)区域の変更：変更される公園区域の総面積が 1,000ha を超えないものに限る。 

  (2)公園計画の変更：変更される公園区域の総面積が 1,000ha を超えない案件にかかる公園計

画の変更に限る。 

※部会・小委員会の案件区分については、「自然公園小委員会の設置について（平成

13 年３月 23 日 自然環境部会決定）に基づくものである。 

 



中央環境審議会議事運営規則（抜粋）

（会議の招集）

第１条 会長は、中央環境審議会（以下「審議会」という。）の総会を

招集しようとするときは、あらかじめ、期日、場所及び議案を、委員

及び議案に関係のある臨時委員に通知するものとする。

（会長）

第２条 会長は、議長として、総会の議事を整理する。

（小委員会）

第８条 部会は、必要に応じ、その定めるところにより、小委員会を置く

ことができる。

２ 小委員会に属すべき委員、臨時委員又は専門委員は、部会長が指名す

る。

３ 小委員会に委員長を置き、部会長の指名により、これを定める。

４ 小委員会の決議は、部会の定めるところにより、部会長の同意を得て

部会の決議とすることができる。

５ 第１条及び第２条第１項並びに中央環境審議会令第７条第１項及び第

２項の規定は、小委員会に準用する。この場合において、これらの規定

中「会長」とあるのは「小委員長」と読み替えるものとする。

中央環境審議会令（抜粋）

（議事）

第７条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数の出

席がなければ、会議を開き、議決をすることができない。

２ 審議会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の

過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。



自然公園小委員会の設置について

平成１３年３月２３日

自 然 環 境 部 会 決 定

中央環境審議会議事運営規則（平成13年１月15日中央環境審議会決定。以

下「議事運営規則」という。）第８条の規定に基づき、次のとおり決定する。

１ 自然環境部会に、議事運営規則第８条の小委員会として、自然公園小委

員会を置く。

２ 自然公園小委員会は、自然公園法（昭和32年法律161号）の規定により

中央環境審議会の権限に属させられた事項のうち、次に掲げる事項（ラム

サール条約登録湿地、世界遺産地域及び貴重な野生動植物の生息地又は生

育地に係る国立公園又は国定公園の区域の変更その他の自然公園法の施行

上重要な事項に関するものとして自然環境部会長が認めるものを除く。）

を調査審議する。

イ 国立公園又は国定公園の区域の変更のうち、変更される区域の総面積

が1,000haを超えないものに関するもの

ロ 国立公園又は国定公園の公園計画の変更（イに該当しない公園の区域

の変更に伴う公園計画の変更を除く。）に関するもの

ハ 国立公園の公園事業の決定等に関するもの

３ 自然公園小委員会の決議は、部会長の同意を得て、自然環境部会の決議

とすることができる。


